
　１　一般会計決算の概要
（単位：千円）
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　２　前年度決算額からの主な増減要因 ※増減額及び増減率は千円単位で計算

（１） 歳入    （単位：億円）
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（２） 歳出    （単位：億円）
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　３　市税の推移

主な増減要因

主な増減要因

△ 29.2

増減率※５年度 増減額※

実質収支（e）=（c）－（d）

地 方 特 例
交 付 金

26.3

△ 15.6

６年度

国庫支出金 325.0 298.5 26.5 8.9

法人市民税
個人市民税

地方特例交付金

衛 生 費 218.7 171.7 47.0 27.3

商 工 費 40.6 57.3 △ 16.7

325.1 69.6 21.4

5.5 20.9 382.4

増減率

13.6

14.8

区　　分

歳入総額（a）

歳出総額（b）

形式収支（c）=（a）－（b）

翌年度へ繰越すべき財源（d） 8,865,643

29,600,530

246,602,085 217,029,909 29,572,176

199,942,922

市 税 25.61,467.7 1,168.2 299.5

款

令和６年度の決算状況

229,543,452

令和６年度 令和５年度 増減額

7,374,343

8,192,990 9,712,644 △ 1,519,654

17,058,633 17,086,987

382.7 230.2

款 ６年度 ５年度 増減額※ 増減率※

152.5 66.2

△ 10.4310.7

総 務 費

753.0 693.8 59.2 8.5

321.1 △ 3.2教 育 費

土 木 費 394.6

公共施設安全安心基金繰入金
都市高速鉄道整備基金繰入金

＋307.2億円
△15.4億円

＋20.7億円

△12.0億円
△10.0億円

＋24.0億円
＋18.7億円

物価高騰対応地方創生臨時交付金
連続立体交差事業補助金

民 生 費

繰 入 金 48.3 77.8 △ 29.4 △ 37.8

地域づくり振興基金積立金
財政調整基金積立金
職員退職手当

若林駅付近連続立体交差事業
都心環境計画推進基金積立金

博物館建設事業
体育館等暑さ対策事業

＋100.0億円
＋20.0億円
＋9.3億円

＋42.6億円
＋36.0億円

△60.4億円
＋38.8億円

＋27.6億円
＋9.4億円

△10.1億円
△10.1億円
＋1.6億円

物価高騰対応重点支援給付金
児童手当給付費

キャッシュレスポイント還元事業
宿泊事業者等支援事業
観光客等誘引宿泊促進事業

脱炭素社会推進基金積立金
地域医療センター運営費負担金

＋50.0億円
＋7.0億円
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度（予算）

億円

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

961
1,070

1,213 1,168

1,468

1,246


